
 

定住自立圏構想の今後のあり方に関する研究会 運営要綱 

 

１．背景・目的  

定住自立圏構想については、平成 21年度の全国展開から４年が経過し、「経済財政運営と

改革の基本方針（平成25年 6月 14日閣議決定）」においても、「強力に進めていく」こととされ、

制度のあり方等についての検討が求められている。また、「地域の元気創造プラン」において

も、機能連携広域経営型のプロジェクトを推進することとされている。 

そこで、これまでの取組の評価等を踏まえ、各地方自治体の役割に応じた適切な財政措置

のあり方等について検討を行うとともに、圏域の都市機能の高度化に向けて、官民が連携して

取り組むプロジェクトモデルの調査・検討を行うため、「定住自立圏構想の今後のあり方に関す

る研究会」を開催する。 

 

２．名称  

 本研究会の名称は、「定住自立圏構想の今後のあり方に関する研究会」（以下「研究

会」という。）とする。 

 

３．検討内容  

・ 自治体が果たすべき役割に応じた適切な財政措置のあり方 

  ・ 官民が連携して取り組むプロジェクトモデルの調査・検討  等 

 

４．構成員  

   別紙のとおり。 

 

５．運営  

（１）本研究会には座長を置き、大臣官房地域力創造審議官が予め指名する。 

（２）座長は、本研究会を招集する。 

（３）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長を代行する者を指名すること

ができる。 

（４）座長は、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を聴取することができる。 

（５）座長は必要があると認めるときは、構成員等による実地調査を実施することができ

る。 

（６）その他、研究会の運営に必要な事項は座長が定める。 

 

６．開催日程  

   平成２５年７月から開催する。 

 

７．庶務  

研究会の庶務は、総務省地域力創造グループ地域自立応援課が行う。 
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